

○三浦市資源化物回収奨励金交付要綱

平成２年６月２６日

三浦市告示第８号

改正　平成　３年　５月　１日三浦市告示第１５号

　　　平成　４年　３月２８日三浦市告示第　３号

　　　平成　６年　４月　１日三浦市告示第３４号

　　　平成　８年　４月　１日三浦市告示第２８号

　　　〔この告示で題名改正〕

　　　平成　９年１２月２５日三浦市告示第６３号

　　　平成１１年　３月３１日三浦市告示第３４号

　　　平成１７年　３月２８日三浦市告示第２７号

　　　平成２１年　３月３１日三浦市告示第３６号

　　　平成２５年　３月２９日三浦市告示第　４号

　　　平成２６年　３月２５日三浦市告示第　４号
令和　３年　８月　１日三浦市告示第１８号

　（趣旨）

第１条　この要綱は、一般家庭等から排出される資源化物を市民が集団で回収（以下「集団回収」という｡）することを奨励し、ごみの減量化及び資源の有効利用を図るため、当該集団回収を行う団体及び当該団体が回収した資源化物を回収する事業者に対し、奨励金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

　（対象資源化物）

第２条　この要綱の対象となる資源化物は、次に掲げるものとする。

⑴　古紙類（新聞・雑誌・段ボール・紙パック容器）

⑵　金属類

⑶　瓶類

⑷　布類

　（交付対象団体等）

第３条　奨励金の交付の対象となる者は、次に掲げるものとする。

⑴　年間（毎年４月１日から翌年３月末日までの期間をいう。以下同じ。）を通じて３回以上（３回未満の場合にあっては、年間の取扱数量の合計が３トン以上とする。）の集団回収を実施し、又は実施しようとする自治会、子供会、老人クラブ、婦人会、ＰＴＡ等の団体（営利を目的とした団体を除く。）で市に登録したもの（以下「対象団体」という｡）

⑵　対象団体が回収した資源化物を回収する事業者で、市に登録の申請をする日において次のいずれにも該当し、市に登録したもの（以下「対象事業者」という。）
　　ア　適正な資源化を行う者であること。
　　イ　過去に資源化物の持ち去りを行った者又はこれに関与した者でないこと。
２　前項第１号の登録を受けようとする者は、三浦市資源化物回収団体登録（変更）申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。
　　⑴　個人にあっては代表者の住民票の写し、法人にあっては登記事項証明書
　　⑵　その他市長が必要と認める書類
３　第１項第２号の登録を受けようとする者は、三浦市資源化物回収事業者登録（変更）申請書（第２号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。
　　⑴　個人又は法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し、法人にあって　　は登記事項証明書
　　⑵　古物営業法(昭和24年法律第108号)第５条第２項の規定による許可証の写　　し
　　⑶　対象団体が回収した資源化物の回収に使用する車両の自動車検査証の写し
　　⑷　その他市長が必要と認める書類
　（登録事項の変更）

第４条　対象団体は、登録事項を変更しようとするときは、速やかに三浦市資源化物回収団体登録（変更）申請書を市長に提出するものとする。

２　対象事業者は、登録事項を変更しようとするときは、速やかに三浦市資源化物回収事業者登録（変更）申請書を市長に提出するものとする。
　（登録の取消し）
第５条　市長は、対象事業者が次のいずれかに該当するときは、登録を取り消すことができる。
　⑴　第３条第１項第２号に規定する登録の要件を満たさなくなったとき。
　⑵　次条第１項に規定する奨励金の交付申請において、回収量又は回収回数の虚偽申告等を行ったとき。
　⑶　廃棄物の処理に関する法令、条例、規則又はこの要綱に違反したとき。
　（報告書の提出）

第６条　奨励金の交付を受けようとする対象団体は、毎年３月末日までに三浦市資源化物集団回収実績報告書（第３号様式）に資源回収伝票（第４号様式）及び前年度の決算書又は市長が必要と認める書類を添付し、市長に提出するものとする。

２　奨励金の交付を受けようとする対象事業者は、次の各号に掲げる区分に応じて当該各号に定める期日までに三浦市資源化物回収実績報告書（第５号様式）に資源回収伝票を添付し、市長に提出するものとする。

⑴　４月から７月までの分　７月末日

⑵　８月から１１月までの分　１１月末日

⑶　１２月から翌年の３月までの分　３月末日

　（奨励金の交付）

第７条　市長は、前条の三浦市資源化物集団回収実績報告書及び資源回収伝票又は三浦市資源化物回収実績報告書及び資源回収伝票に基づき、内容を審査し適当と認めるときは、奨励金を交付するものとする。

２　奨励金の額は、次の各号に掲げる区分に応じて当該各号に定めるとおりとする。
　⑴　対象団体が集団回収を実施した場合　対象資源化物１キログラムにつき３円　　を乗じて得た額（当該額に100円未満の端数があるとき又はその全額が100円未　　満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てた額）
　⑵　対象事業者が集団回収を実施した場合　１回の回収につき3,000円
３　奨励金は、対象団体及び対象事業者が指定する銀行等の口座に振り込むものとする。

　（交付の時期）

第８条　奨励金は、三浦市資源化物集団回収実績報告書又は三浦市資源化物回収実績報告書の提出があった月の翌月に交付する。
　（交付決定の取消し等）
第９条　市長は、奨励金の交付を受けた者が次のいずれかに該当するときは、奨励金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、既に交付した奨励金があるときは、その全部又は一部を返還させることができる。
　⑴　偽りその他不正な手段により奨励金の交付決定を受けたとき。
　⑵　当該交付した奨励金に係る年度において第５条の規定により登録を取り消されたとき。
　（集団回収に係る調査等）
第10条　市長は、必要があると認めるときは、対象団体又は対象事業者に対し、集団回収に係る調査を行うことができる。
　２　市長は、前項の調査を行うに当たり、対象団体又は対象事業者に対し、必要な書類の提出を求めることができる。この場合において、当該団体又は事業者は、これに協力するものとする。
　（委任）

第11条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

１　この告示は、公表の日から施行する。

２　この告示は、平成２年４月１日から適用する。

附　則（平成３年５月１日三浦市告示第１５号）
１　この告示は、公表の日から施行する。

２　改正後の別表の規定は、平成３年度分の三浦市資源化物回収実施団体奨励金から適用する。

附　則（平成４年３月２８日三浦市告示第３号）
この告示は、平成４年４月１日から施行する。

附　則（平成６年４月１日三浦市告示第３４号）
この告示は、公表の日から施行する。

附　則（平成８年４月１日三浦市告示第２８号）
この告示は、公表の日から施行する。

附　則（平成９年１２月２５日三浦市告示第６３号）
１　この告示は、公表の日から施行する。

２　平成９年度分の奨励金に限り、この告示による改正後の三浦市資源化物回収奨励金交付要綱第５条第２項第１号中「７月末日」とあるのは「１２月末日」と、同項第２号中「８月から１１月まで」とあるのは「８月から１２月まで」と、「１１月末日」とあるのは「１２月末日」と、同項第３号中「１２月から翌年の３月まで」とあるのは「１月から３月まで」とする。

附　則（平成１１年３月３１日三浦市告示第３４号）
１　この告示は、平成１１年４月１日から施行する。

２　この告示による改正後の別表の規定は、平成１１年度以後に回収した資源化物に係る奨励金の交付について適用し、平成１０年度までに回収した資源化物に係る奨励金の交付については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成１７年３月２８日三浦市告示第２７号）

１　この告示は、平成１７年４月１日から施行する。

２　この告示による改正後の別表の規定は、平成１７年度以後に回収した資源化物に係る奨励金の交付について適用し、平成１６年度までに回収した資源化物に係る奨励金の交付については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成２１年３月３１日三浦市告示第３６号）

　（施行期日）

１　この告示は、平成２１年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

　（経過措置）

２　改正後の別表の規定は、施行日以後に実施された集団回収に係る奨励金について適用し、同日前に実施された集団回収に係る奨励金については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成２５年３月２９日三浦市告示第４号）　　　　　　　　　　　

　（施行期日）

１　この告示は、平成２５年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２　改正後の別表の規定は、この告示の施行の日以後に実施された集団回収に係る奨励金の額について適用し、同日前に実施された集団回収に係る奨励金の額については、なお従前の例による。

　　　附　則（平成２６年３月２５日三浦市告示第４号）
　（施行期日）
１　この告示は、平成２６年４月１日から施行する。
　（経過措置）
２　改正後の別表の規定は、この告示の施行の日以後に実施された集団回収に係る奨励金の額について適用し、同日前に実施された集団回収に係る奨励金の額については、なお従前の例による。
附　則（令和３年８月１日三浦市告示第１８号）

（施行期日）
１　この告示は、令和３年８月１日から施行する。
（経過措置）

２　この告示による改正後の三浦市資源化物回収奨励金交付要綱の規定は、この告示の施行の日以後に実績の報告がされた集団回収に係る奨励金の交付等について適用し、同日前に実績の報告がされた集団回収に係る奨励金の交付等については、なお従前の例による。
３　この告示による改正前の様式に基づいて作成した用紙は、当該用紙が残存する間、必要な調整をして使用することができる。


